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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ＣＳＭＡ／ＣＡ方式によるアクセス制御に従い、通信端末間の通信を中継する中継装置
であって、
　前記通信端末に対して、所定時間Ｔｂ間隔でビーコン信号の送信を行い、所定時間ｔの
間、前記通信端末に信号の送信を禁止させるための所定の信号の送信を行う送信手段と、
　ビーコン信号の送信後に、Ｔｂ－ｔ＜Ｔ＜Ｔｂを満たす所定時間Ｔが経過すると前記所
定の信号を送信するよう前記送信手段を制御する制御手段とを備える
　ことを特徴とする中継装置。
【請求項２】
　前記通信端末は、自端末内のバッテリ消費を抑えるためのパワーセーブモードを有する
とともに、前記所定時間Ｔｂ間隔で前記ビーコン信号を受信することで前記パワーセーブ
モードを継続する
　ことを特徴とする請求項１記載の中継装置。
【請求項３】
　前記通信端末及び前記中継装置は、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に準拠しており、
　前記所定の信号は、エラーフレームであり、
　前記所定時間ｔは、前記規格で規定されているＩＦＳとバックオフとの合計時間である
　ことを特徴とする請求項１記載の中継装置。
【請求項４】
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　前記通信端末及び前記中継装置は、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に準拠しており、
　前記所定の信号は、前記規格で規定されているＣＴＳフレームであり、
　前記所定時間ｔは、前記ＣＴＳフレーム内に含まれるＮＡＶが示す期間である
　ことを特徴とする請求項１記載の中継装置。
【請求項５】
　前記通信端末及び前記中継装置は、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に準拠しており、
　前記所定の信号は、前記規格で規定されているＰＬＣＰヘッダであり、
　前記所定時間ｔは、前記ＰＬＣＰヘッダ内に含まれるＬｅｎｇｔｈが示す期間である
　ことを特徴とする請求項１記載の中継装置。
【請求項６】
　ＣＳＭＡ／ＣＡ方式によるアクセス制御に従って、信号を受信してから所定時間ｔの間
信号の送信が禁止される複数の通信端末間の通信を仲介する中継装置であって、
　前記通信端末に信号を送信する送信手段と、
　前記送信手段でビーコン信号を送信する場合に限り、前記所定時間ｔに関わらず送信す
るよう前記送信手段を制御する制御手段とを備える
　ことを特徴とする中継装置。
【請求項７】
　ＩＥＥＥ８０２．１１規格に則りＣＳＭＡ／ＣＡ方式によるアクセス制御に従って、信
号を受信してから所定時間ｔの間信号の送信を禁止する複数の通信端末と、当該通信端末
間での通信を中継する中継装置とを含む通信システムであって、
　前記中継装置は、
　ＣＴＳフレームを受信する受信手段と、
　前記通信端末に対して、所定時間Ｔｂ間隔でビーコン信号の送信を行い、ＲＴＳフレー
ムの送信を行う送信手段と、
　ビーコン信号の送信後に、Ｔｂ－ｔ＜Ｔ＜Ｔｂを満たす所定時間Ｔが経過すると前記Ｒ
ＴＳフレームを送信するよう前記送信手段を制御する制御手段とを備え、
　前記通信端末は、
　前記ＲＴＳフレーム及びＣＴＳフレームを受信する受信手段と、
　前記ＲＴＳフレームを受信すると、当該ＲＴＳフレームに対応してＣＴＳフレームを他
の通信端末及び前記中継装置に送信する送信手段と、
　前記ＣＴＳフレームを受信すると、当該ＣＴＳフレーム内に含まれるＮＡＶが示す期間
の間、信号の送信を行わないよう制御する制御手段を備える
　ことを特徴とする通信システム。
【請求項８】
　前記通信端末の制御手段は、さらに自端末のバッテリ残量を調べ、
　前記通信端末の送信手段は、さらに調べたバッテリ残量を示す信号を前記中継装置に送
信し、
　前記中継装置の受信手段は、さらに前記バッテリ残量を示す信号を前記通信端末から受
信し、
　前記中継装置の送信手段は、前記通信端末の中で最もバッテリ残量の多い通信端末に前
記ＲＴＳを送信する
　ことを特徴とする請求項７記載の通信システム。
【請求項９】
　前記通信端末の制御手段は、さらに自端末の通信品質を調べ、
　前記通信端末の送信手段は、さらに調べた通信品質を示す信号を前記中継装置に送信し
、
　前記中継装置の受信手段は、さらに前記通信品質を示す信号を前記通信端末から受信し
、
　前記中継装置の送信手段は、前記通信端末の中で最も通信品質の悪い通信端末に前記Ｒ
ＴＳを送信する
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　ことを特徴とする請求項７記載の通信システム。
【請求項１０】
　ＣＳＭＡ／ＣＡ方式によるアクセス制御に従い、中継装置を介して他の通信端末と通信
を行う通信端末であって、
　前記中継装置からビーコン信号の受信を行い、所定時間ｔの間信号の送信を禁止するた
めの所定の信号の受信を行う受信手段と、
　ビーコン信号の受信後に、Ｔｂ－ｔ＜Ｔ＜Ｔｂを満たす所定時間Ｔが経過すると前記所
定の信号を前記中継装置及び他の通信端末に送信する送信手段と、
　前記所定の信号を受信すると、所定時間ｔの間信号の送信を禁止するよう前記送信手段
を制御する制御手段とを備える
　ことを特徴とする通信端末。
【請求項１１】
　前記通信端末及び前記中継装置は、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に準拠しており、
　前記所定の信号は、エラーフレームであり、
　前記所定時間ｔは、前記規格で規定されているＩＦＳとバックオフとの合計時間である
　ことを特徴とする請求項１０記載の通信端末。
【請求項１２】
　前記通信端末及び前記中継装置は、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に準拠しており、
　前記所定の信号は、前記規格で規定されているＣＴＳフレームであり、
　前記所定時間ｔは、前記ＣＴＳフレーム内に含まれるＮＡＶが示す期間である
　ことを特徴とする請求項１０記載の通信端末。
【請求項１３】
　前記通信端末及び前記中継装置は、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に準拠しており、
　前記所定の信号は、前記規格で規定されているＰＬＣＰヘッダであり、
　前記所定時間ｔは、前記ＰＬＣＰヘッダ内に含まれるＬｅｎｇｔｈが示す期間である
　ことを特徴とする請求項１０記載の通信端末。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、無線ＬＡＮ（Local Area Network）の通信システムに関し、特に、当該通信
システム上の通信端末と、通信端末間の通信を中継する中継装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、無線ＬＡＮネットワークにおいて、インフラストラクチャモードと呼ばれる通信
モードがあり、このインフラストラクチャモードでは、ネットワークを統括する特定の中
継装置（以下、アクセスポイントと呼ぶ）を介して複数の通信端末間が通信を行うように
なっている。
　無線ＬＡＮ規格の代表的なものとしては、ＩＥＥＥ（Institute of Electrical and El
ectronic Engineers）８０２．１１規格がある（非特許文献１を参照）。
【０００３】
　例えば、このＩＥＥＥ８０２．１１規格では、インフラストラクチャモードで通信を行
う場合、アクセスポイントは、ネットワーク内の各通信端末に対してビーコン信号を送信
している。このビーコン信号には、アクセスポイント自身の識別子であるＳＳＩＤ（Serv
ice Set Identifier）や、アクセスポイントがサポートしている通信速度に関する情報な
どの管理情報の他、各通信端末宛のデータがアクセスポイントに蓄積されていないかを示
す情報などが含まれている。
【０００４】
　各通信端末はビーコン信号を受信することで、常時データの送受信に備えることができ
るようになっている。
　また、各通信端末は、自端末内のバッテリの消費電力を抑えるための「パワーセーブモ
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ード」に設定されることがある。
　パワーセーブモードに設定された通信端末は、アクセスポイントからのビーコン信号を
受信するタイミングでのみ受信部を駆動させてそれ以外の間は駆動させないことによって
、消費電力の削減を図りつつビーコン信号は確実に受信して送受信に備える。このため、
ビーコン信号の受信に失敗すると、データ受信の確実性確保のためにパワーセーブモード
は終了して常時受信待機をしなければならないようになっている。
【非特許文献１】Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｓｔａｎｄａｒｄ ＩＳＯ／ＩＥＣ ８８
０２－１１：１９９９ （Ｅ）ＡＮＳＩ／ＩＥＥＥＳｔｄ８０２．１１，１９９９ Ｅｄｉ
ｔｉｏｎ，Ｐａｒｔ１１：ＷｉｒｅｌｅｓｓＬＡＮ ＭｅｄｉｕｍＡｃｃｅｓｓＣｏｎｔ
ｒｏｌ（ＭＡＣ）ａｎｄ ＰｈｙｓｉｃａｌＬａｙｅｒ（ＰＨＹ）Ｓｐｅｃｉｆｉｃａｔ
ｉｏｎｓ
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところが、上述したような無線ＬＡＮネットワークにおいて、アクセスポイントが各通
信端末に対して適切にビーコン信号を送信できないときがある。
　すなわち、上述したような無線ＬＡＮネットワークでは、各通信端末及びアクセスポイ
ントはＣＳＭＡ／ＣＡ（Carrier Sense Multiple Access with Collision Avoidance：搬
送波感知多重アクセス／衝突回避）方式に従って多重アクセスを行っている。
【０００６】
　このため、アクセスポイントがビーコン信号を送信しようとしたときにネットワーク内
に他のデータが流れていると、衝突感知を起こしてビーコン信号が送信できないし、また
、アクセスポイントがビーコン信号を送信する直前に他のデータを受信すると、一定期間
データの送信が禁止されるためビーコン信号が送信できないことがある。
　特に、通信端末が上述のパワーセーブモードに設定されていると、ビーコン信号の受信
に一度でも失敗すると、強制的にパワーセーブモードを終了しなければならず、省電力化
の妨げとなってしまう。
【０００７】
　図面を参照しながらもう少し詳しく説明する。
　例えば、図２１に示すように、アクセスポイント（ＡＰ）と通信端末（ＳＴＡ１、ＳＴ
Ａ２）から成る無線ＬＡＮネットワークにおいて、ＡＰは所定時間（ＴＢＴＴ）間隔でビ
ーコン信号を送信するようになっている。しかし、ＡＰがビーコン信号２０００を送信し
た後、次のビーコン信号２００１を送信するのと同じタイミングでＳＴＡ２がデータ２０
０２を送信したことにより、ビーコン信号２００１とデータ２００２がネットワーク内で
衝突してしまい、ビーコン信号２００１の送信が失敗してしまう。これによって、パワー
セーブモードに設定されていたＳＴＡ１がビーコン信号を受信できなかったことでパワー
セーブモードを終了して起き続けなければならない。
【０００８】
　そこで、本発明は、無線ＬＡＮネットワークにおいて、アクセスポイントが各通信端末
に対してビーコン信号をより確実に送信することができる技術を提供することを目的とす
る。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記課題を解決するために、本発明の中継装置は、ＣＳＭＡ／ＣＡ方式によるアクセス
制御に従い、通信端末間の通信を中継する中継装置であって、前記通信端末に対して、所
定時間Ｔｂ間隔でビーコン信号の送信を行い、所定時間ｔの間、前記通信端末に信号の送
信を禁止させるための所定の信号の送信を行う送信手段と、ビーコン信号の送信後に、Ｔ
ｂ－ｔ＜Ｔ＜Ｔｂを満たす所定時間Ｔが経過すると前記所定の信号を送信するよう前記送
信手段を制御する制御手段とを備えることを特徴とする。
【発明の効果】
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【００１０】
　上記の構成により、中継装置がビーコン信号に先行して送信する所定の信号を各通信端
末に送信することで、この所定の信号を受信した各通信端末に一定時間データの送信を禁
止させることができ、中継装置は各通信端末がデータの送信を禁止している間にビーコン
信号を送信することができる。これにより、信号衝突が防げるため、ビーコン信号送信の
確実性を高めることができる。
【００１１】
　また、上記中継装置は、自端末内のバッテリ消費を抑えるためのパワーセーブモードを
有するとともに、前記所定時間Ｔｂ間隔で前記ビーコン信号を受信することで前記パワー
セーブモードを継続することを特徴とする。
　この構成により、高い確実性で、パワーセーブモードを設定している通信端末が、周期
的にビーコン信号を受信することを失敗してパワーセーブモードから復帰してしまうこと
を防ぐことができる。
【００１２】
　また、前記通信端末及び前記中継装置は、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に準拠しており、
前記所定の信号は、エラーフレームであり、前記所定時間ｔは、前記規格で規定されてい
るＩＦＳとバックオフとの合計時間であることを特徴とする。
　この構成により、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に準拠している無線ＬＡＮの場合、各通信
端末がエラーフレームを中継装置から受信することで、規格で規定されている一定時間（
ＩＦＳ＋バックオフ）データの送信を禁止している間に、中継装置がビーコン信号を送信
することができる。
【００１３】
　また、前記通信端末及び前記中継装置は、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に準拠しており、
前記所定の信号は、前記規格で規定されているＣＴＳフレームであり、前記所定時間ｔは
、前記ＣＴＳフレーム内に含まれるＮＡＶが示す期間であることを特徴とする。
　この構成により、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に準拠している無線ＬＡＮの場合、各通信
端末が規格で規定されているＣＴＳを中継装置から受信することで、このＣＴＳで指定さ
れたＮＡＶ(Network Allocation Vector)と呼ばれる一定時間データの送信を禁止してい
る期間に、中継装置がビーコン信号を送信することができる。中継装置は、ＣＴＳを送信
する際に所定のＮＡＶを指定することで、各通信端末に送信禁止をさせる時間を調整する
ことができる。
【００１４】
　さらに、前記通信端末及び前記中継装置は、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に準拠しており
、前記所定の信号は、前記規格で規定されているＰＬＣＰヘッダであり、前記所定時間ｔ
は、前記ＰＬＣＰヘッダ内に含まれるＬｅｎｇｔｈが示す期間であることを特徴とする。
　この構成により、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に準拠している無線ＬＡＮの場合、各通信
端末が規格で規定されているＰＬＣＰヘッダを中継装置から受信することで、このＰＬＣ
Ｐヘッダで指定された一定時間（Ｌｅｎｇｔｈ）データの送信を禁止している間に、中継
装置がビーコン信号を送信することができる。中継装置は、ＰＬＣＰヘッダを送信する際
に所定のＬｅｎｇｔｈを指定することで、各通信端末に送信禁止をさせる時間を調整する
ことができる。
【００１５】
　また、上記課題を解決するために、本発明の中継装置は、ＣＳＭＡ／ＣＡ方式によるア
クセス制御に従って、信号を受信してから所定時間ｔの間信号の送信を禁止する、複数の
通信端末間の通信を仲介する中継装置であって、前記通信端末に信号を送信する送信手段
と、前記送信手段でビーコン信号を送信する場合に限り、前記所定時間ｔに関わらず送信
するよう前記送信手段を制御する制御手段とを備えることを特徴とする。
【００１６】
　この構成により、中継装置は、他のデータを受信したことで送信禁止となっていたとし
ても、ビーコン信号の送信に限っては確実に行うことができる。
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　また、上記課題を解決するために、本発明の通信システムは、　ＩＥＥＥ８０２．１１
規格に則りＣＳＭＡ／ＣＡ方式によるアクセス制御に従って、信号を受信してから所定時
間ｔの間信号の送信を禁止する複数の通信端末と、当該通信端末間での通信を中継する中
継装置とを含む通信システムであって、前記中継装置は、ＣＴＳフレームを受信する受信
手段と、前記通信端末に対して、所定時間Ｔｂ間隔でビーコン信号の送信を行い、ＲＴＳ
フレームの送信を行う送信手段と、ビーコン信号の送信後に、Ｔｂ－ｔ＜Ｔ＜Ｔｂを満た
す所定時間Ｔが経過すると前記ＲＴＳフレームを送信するよう前記送信手段を制御する制
御手段とを備え、前記通信端末は、前記ＲＴＳフレーム及びＣＴＳフレームを受信する受
信手段と、前記ＲＴＳフレームを受信すると、当該ＲＴＳフレームに対応してＣＴＳフレ
ームを他の通信端末及び前記中継装置に送信する送信手段と、前記ＣＴＳフレームを受信
すると、当該ＣＴＳフレーム内に含まれるＮＡＶが示す期間の間、信号の送信を行わない
よう制御する制御手段を備えることを特徴とする。
【００１７】
　この構成により、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に準拠している無線ＬＡＮの場合、ＲＴＳ
フレームを送信する中継装置と、このＲＴＳフレームに応答してＣＴＳフレームを送信す
る通信端末とが連携して各通信端末にデータの送信禁止をさせることができる。これによ
り、例えば、ネットワーク内に、無線を遮る遮蔽物や遠隔地への移動等によって一時的に
中継装置と通信不可の状態になっておりＲＴＳフレームが届かない端末が存在する場合、
高い確実性で、中継装置と良好に通信できる状態にある他の通信端末からＣＴＳフレーム
を受信することで送信を禁止させることができる。
【００１８】
　また、上記通信システムにおいて、前記通信端末の制御手段は、さらに自端末のバッテ
リ残量を調べ、前記通信端末の送信手段は、さらに調べたバッテリ残量を示す信号を前記
中継装置に送信し、前記中継装置の受信手段は、さらに前記バッテリ残量を示す信号を前
記通信端末から受信し、前記中継装置の送信手段は、前記通信端末の中で最もバッテリ残
量の多い通信端末に前記ＲＴＳを送信することを特徴とする。
【００１９】
　この構成により、中継装置は、バッテリ残量が多くＣＴＳフレームを送信するのに最も
余裕のある通信端末にＲＴＳフレームを送信することができる。これにより、ネットワー
ク内で最もバッテリ残量に余裕のある通信端末がＣＴＳを送信することができる。
　さらに、上記通信システムにおいて、前記通信端末の制御手段は、さらに自端末の通信
品質を調べ、前記通信端末の送信手段は、さらに調べた通信品質を示す信号を前記中継装
置に送信し、前記中継装置の受信手段は、さらに前記通信品質を示す信号を前記通信端末
から受信し、前記中継装置の送信手段は、前記通信端末の中で最も通信品質の悪い通信端
末に前記ＲＴＳを送信することを特徴とする。
【００２０】
　この構成により、中継装置は、通信品質が悪く最も中継装置から遠い可能性の高い通信
端末にＲＴＳフレームを送信することができる。これにより、高い確実性で、ネットワー
ク内で中継装置と通信可能で且つ最も遠くにいる通信端末がＣＴＳフレームを送信し、こ
れによって、ネットワーク内で中継装置から遠く通信不可にある中継装置にもデータ送信
の禁止をさせることができる。
【００２１】
　また、上記課題を解決するために、本発明の通信端末は、ＣＳＭＡ／ＣＡ方式によるア
クセス制御に従い、中継装置を介して他の通信端末と通信を行う通信端末であって、前記
中継装置からビーコン信号の受信を行い、所定時間ｔの間信号の送信を禁止するための所
定の信号の受信を行う受信手段と、ビーコン信号の受信後に、Ｔｂ－ｔ＜Ｔ＜Ｔｂを満た
す所定時間Ｔが経過すると前記所定の信号を前記中継装置及び他の通信端末に送信する送
信手段と、前記所定の信号を受信すると、所定時間ｔの間信号の送信を禁止するよう前記
送信手段を制御する制御手段とを備えることを特徴とする。
【００２２】
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　この構成により、中継装置のビーコン信号送信に先行して、通信端末が所定の信号を送
信することで、この所定の信号を受信した各通信端末に一定時間データの送信を禁止させ
ることができる。これにより、中継装置は各通信端末がデータの送信を禁止している間に
ビーコン信号を送信することができるため、ビーコン信号送信の確実性を高めることがで
きる。
【００２３】
　また、前記通信端末及び前記中継装置は、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に準拠しており、
前記所定の信号は、エラーフレームであり、前記所定時間ｔは、前記規格で規定されてい
るＩＦＳとバックオフとの合計時間であることを特徴とする。
　この構成により、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に準拠している無線ＬＡＮの場合、各通信
端末がエラーフレームを受信することで、規格で規定されている一定時間（ＩＦＳ＋バッ
クオフ）データの送信を禁止している間に、中継装置がビーコン信号を送信することがで
きる。
【００２４】
　また、前記通信端末及び前記中継装置は、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に準拠しており、
前記所定の信号は、前記規格で規定されているＣＴＳフレームであり、前記所定時間ｔは
、前記ＣＴＳフレーム内に含まれるＮＡＶが示す期間であることを特徴とする。
　この構成により、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に準拠している無線ＬＡＮの場合、各通信
端末が規格で規定されているＣＴＳを受信することで、このＣＴＳで指定された一定時間
（ＮＡＶ）データの送信を禁止している間に、中継装置がビーコン信号を送信することが
できる。
【００２５】
　さらに、前記通信端末及び前記中継装置は、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に準拠しており
、前記所定の信号は、前記規格で規定されているＰＬＣＰヘッダであり、前記所定時間ｔ
は、前記ＰＬＣＰヘッダ内に含まれるＬｅｎｇｔｈが示す期間であることを特徴とする。
　この構成により、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に準拠している無線ＬＡＮの場合、各通信
端末が規格で規定されているＰＬＣＰヘッダを受信することで、このＰＬＣＰヘッダで指
定された一定時間（Ｌｅｎｇｔｈ）データの送信を禁止している間に、中継装置がビーコ
ン信号を送信することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２６】
　以下、本発明の実施形態について、図面を参照しながら説明する。
＜実施形態１＞
（１．概要）
　まず、本発明の実施形態１に係る無線ＬＡＮ通信システムについて、図１を参照しなが
ら説明する。
【００２７】
　図１に示すように、実施形態１の無線ＬＡＮ通信システムは、無線ＬＡＮ基地局である
アクセスポイント１００（ＡＰ１）、通信端末１０（ＳＴＡ１）、及び通信端末２０（Ｓ
ＴＡ２）を含んで成る。
　この無線ＬＡＮ通信システムは、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に則り、ＣＳＭＡ／ＣＡ方
式によるアクセス制御に従って運用されている。
【００２８】
　アクセスポイント１００は、無線ＬＡＮを統括する装置であり、図示しないが、他のＬ
ＡＮやインターネット等のより大規模なネットワークに接続している。アクセスポイント
１００は、インフラストラクチャモードに設定されているとき、無線ＬＡＮ内の通信端末
１０、２０が互いに通信を行う場合や、他の無線ＬＡＮ内の通信端末と通信を行う場合に
、通信を中継する機能を有する。
（１－１．ＣＳＭＡ／ＣＡについて）
　ここで、ＣＳＭＡ／ＣＡ方式でのアクセス制御について簡単に説明する。
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【００２９】
　ＣＳＭＡ／ＣＡ方式では、アクセスポイント１００、通信端末１０、２０を含むネット
ワーク内の通信装置は、通信路が一定時間以上継続して空いていることを確認してからデ
ータを送信しなければならない。このため、アクセスポイント１００、通信端末１０、２
０は、なにかしらのデータを受信すると、一定時間データの送信を禁止するようになって
いる。
【００３０】
　例えば、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に従って、通信端末１０、２０間でやり取りする通
常のデータやエラーフレームを受信した場合、ＩＦＳ（Inter Frame Space）に、バック
オフと呼ばれる乱数の時間を付加した時間（ＩＦＳ＋バックオフ）データの送信を禁止す
る。
　また、例えば、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に従って、送信側と受信側との間のハンドシ
ェイクに用いるＣＴＳ（Close To Send）信号の場合は、ＣＴＳの送信側が所定時間ＮＡ
ＶをＣＴＳ信号内に指定することができ、ＣＴＳの受信側はＮＡＶの間データの送信を禁
止する。
【００３１】
　また、例えば、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に従って、データの送信時に物理層で付加さ
れるＰＬＣＰ（Physical Layer Convergence Protocol）ヘッダの場合は、ＰＬＣＰヘッ
ダの送信側が所定時間ＬｅｎｇｔｈをＰＬＣＰヘッダ内に指定することができ、ＰＬＣＰ
ヘッダの受信側はＬｅｎｇｈｔの間データの送信を禁止する。
　このように、ＣＳＭＡ／ＣＡ方式ではアクセス制御がなされている。
（１－２．インフラストラクチャモードについて）
　次に、インフラストラクチャモードについて簡単に説明する。
【００３２】
　インフラストラクチャモードにあるとき、通信端末１０及び２０は、アクセスポイント
１００を介して通信を行う。このとき、アクセスポイント１００はネットワーク内を統括
する機能を果たしており、所定周期ＴＢＴＴ間隔でビーコン信号を送信する。ビーコン信
号は、アクセスポイント１００のＳＳＩＤ、ＴＢＴＴ、サポートしている通信速度に関す
る情報、各通信端末宛のデータがアクセスポイント１００に蓄積していないかを示す情報
、といった管理情報を含んでいる。
【００３３】
　通信端末１０、２０は、定期的にビーコン信号を受信することで、受信すべき自端末宛
てデータの有無の確認を行っている。
　また、通信端末には１０、２０には、自端末のバッテリを節約するパワーセーブモード
が備わっており、パワーセーブモードに設定しているときは、受信したビーコン信号に含
まれていたＴＢＴＴに基づきビーコン信号の受信のみを行い、それ以外の間は送受信部を
オフにする。ビーコン信号を受信することで、自端末宛データが蓄積されていた場合は、
送受信部を起動して復帰すればよく、自端末宛データが蓄積されていない場合は、そのま
まパワーセーブモードを継続することができる。
【００３４】
　このため、通信端末１０、２０がパワーセーブモードに設定されているときにビーコン
信号の受信に失敗すると、自端末宛のデータの有無が確認できないため、強制的にパワー
セーブモードを終了して復帰するようになっている。
（２．ＡＰ１の構成）
　次に、図２を参照しながら、アクセスポイント１００の構成について説明する。
【００３５】
　図２を参照すると、アクセスポイント１００は、本体１０１の中に、ＨＯＳＴＩ／Ｆ１
０３、記憶領域１０４、送信フレーム制御部１０５、送信フレーム生成部１０６、無線送
信部１０７、タイマー部１０８、受信フレーム制御部１１０、受信フレーム復号部１１１
、及び無線受信部１１２を備えており、本体１０１の外側にアンテナ１０９を備えている
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。
【００３６】
　また、アクセスポイント１００は、外部のホスト（ＨＯＳＴ）１０２と接続されている
。ＨＯＳＴ１０２は、アクセスポイント１００に対して、送信すべきデータや送信したい
無線ＬＡＮ端末のＭＡＣ（Media Access Control）アドレスを通知し、データの送信指示
を出すことで制御を行う機能を有する。具体的には、ＰＣ（Personal Computer）や、家
庭用電化製品などでは組み込みマイコン等で実現される。
【００３７】
　ＨＯＳＴＩ／Ｆ１０３は、ＨＯＳＴ１０２と通信を行うインターフェイスであり、ＰＣ
Ｉ（Peripheral Component Interconnect）等のバス規格によって実現されるが、特定の
バスには限らない。ＨＯＳＴＩ／Ｆ１０３は、ＨＯＳＴ１０２から受け取った送信対象デ
ータを送信フレーム制御部１０５に送出し、また、受け取ったＳＴＡ１及びＳＴＡ２のＭ
ＡＣアドレスを記憶領域１０４に書き込む機能を有する。
【００３８】
　記憶領域１０４は、無線ＬＡＮ通信に必要な種々の情報を記憶するメモリであり、特に
、ＨＯＳＴＩ／Ｆ１０３から受け取った送信対象データ及びＭＡＣアドレスや、後述する
受信フレーム制御部１１０から受け取ったデータを記憶する機能を有する。
　送信フレーム制御部１０５は、データを送信する際、送信すべきデータと送信相手のＭ
ＡＣアドレスを記憶領域１０４から取り出し、送信フレーム生成部１０６に送出する機能
を有する。
【００３９】
　また、送信フレーム制御部１０５は、後述するタイマー部１０８からビーコン信号を送
信すべき所定周期ＴＢＴＴの計時を受けると、ビーコン信号のデータを生成して送信フレ
ーム生成部１０６に送信する機能と、タイマー部１０８からビーコン信号に先行してエラ
ーフレームを送信すべき時間Ｔの計時を受けると、エラーフレームのデータを生成して送
信フレーム生成部１０６に送信する機能とを有する。エラーフレームは、通信端末１０、
２０が受信したときにＩＥＥＥ８０２．１１規格上エラーとなる所定のデータから成るフ
レームである。
【００４０】
　送信フレーム生成部１０６は、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に則り、送信フレーム制御部
１０５から受け取ったデータをフレーム形式に変換し、変換したフレームにＭＡＣアドレ
スを付加して送信フレームを生成して、無線送信部１０７に送出する機能を有する。
　無線送信部１０７は、送信フレーム生成部１０６から受け取った送信フレームを、アン
テナ１０９を介して送信する機能を有する。
【００４１】
　無線受信部１１２は、アンテナ１０９を介してフレームを受信し、受信フレーム復号部
１１１に送出する機能を有する。
　受信フレーム復号部１１１は、無線受信部１１２から受け取ったフレームをＩＥＥＥ８
０２．１１規格に則って復号し、受信フレーム制御部１１０に送出する機能を有する。
　受信フレーム制御部１１０は、受信フレーム復号部１１１から受け取った受信データを
記憶領域１０４に書き込む機能を有する。また、受信制御部１１０は、受信したフレーム
の種類に応じて、フレームを受信してから一定時間送信を禁止しなければならないという
ＩＥＥＥ８０２．１１規格で規定されている所定時間ｔを送信フレーム制御部１０５に送
出する機能を有する。
【００４２】
　タイマー部１０８は、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に則り、ビーコン信号を周期的に送信
するための所定周期ＴＢＴＴと、ビーコン信号に先行してエラーフレームを送信するため
の所定周期Ｔとを計時する機能を有する。具体的には、Ｔは、ＴＢＴＴ－（ＩＦＳ＋バッ
クオフ）＜Ｔ＜ＴＢＴＴを満たす所定の時間Ｔである。
（３．動作）
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　次に、アクセスポイント１００の動作について、図３を参照しながら説明する。
【００４３】
　図３を参照すると、無線ＬＡＮネットワーク内で、通信端末１０がパワーセーブモード
に設定されているものとする。
　まず、アクセスポイント１００において、タイマー部１０８がＴＢＴＴを計時すると、
送信フレーム制御部１０５がビーコン信号のデータを生成し、送信フレーム生成部１０６
がビーコン信号のフレームに変換して、無線送信部１０７がアンテナ１０９を介してビー
コン信号２００を送信する。
【００４４】
　通信端末１０は、前回以前に受信したビーコン信号内のＴＢＴＴに基づき、受信部を立
ち上げてビーコン信号２００を受信する。
　同じく通信端末２０も、ビーコン信号２００を受信する。
　アクセスポイント１００は、ビーコン信号２００を送信し終わった後、タイマー部１０
８が所定時間Ｔを計時すると、送信フレーム制御部１０５がエラーフレーム２０１を生成
し、送信フレーム生成部１０６と無線通信部１０７とアンテナ１０９とを介してエラーフ
レーム２０１を送信する。
【００４５】
　これにより、通信端末２０は、エラーフレーム２０１を受信すると、ＩＥＥＥ８０２．
１１規格に従い、エラーフレーム２０１を受信している間のビジー状態２０２（期間ｅ）
を経て、ＩＦＳ＋バックオフの期間（期間ｎ）データの送信を禁止する。
　そして、アクセスポイント１００は、エラーフレーム２０１を送信後、期間ｍが経過し
た次のタイミングで、ビーコン信号２０３を送信する。
【００４６】
　ここで、ビーコン信号２００の送信後にエラーフレーム２０１を送信するまでの時間Ｔ
が、ＴＢＴＴ－（ＩＦＳ＋バックオフ）＜Ｔ＜ＴＢＴＴを満たすため、アクセスポイント
１００は、ビーコン信号２００の送信後次のビーコン信号２０３を送信するまでの間にエ
ラーフレーム２０１を送信し、且つ、エラーフレーム２０１の送信後に通信端末２０がＩ
ＦＳ＋バックオフ（期間ｎ）の間データ送信を禁止している間にビーコン信号２０３を送
信することができる。
【００４７】
　これによって、アクセスポイント１００がビーコン信号を送信できる確実性が高まり、
通信端末１０がパワーセーブモードを継続できる確実性も高まる。
＜実施形態２＞
　次に、本発明の実施形態２について、図面を参照しながら説明する。
（１．概要）
　実施形態１では、アクセスポイント１００は、ビーコン信号に先行してエラーフレーム
を送信するようになっていたが、実施形態２では、ＩＥＥＥ８０２．１１規格で規定され
ているＣＴＳフレームを送信する点で異なっている。
（２．ＡＰ１の構成）
　構成については、実施形態１と異なる点についてのみ説明する。
【００４８】
　送信フレーム制御部１０５は、タイマー部１０８からビーコン信号に先行してＣＴＳフ
レームを送信すべき時間Ｔの計時を受けると、ＣＴＳフレーム内に含むＮＡＶを決定し、
決定したＮＡＶを含むＣＴＳフレームのデータを生成して送信フレーム生成部１０６に送
信する機能を有する。
　タイマー部１０８は、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に則り、ビーコン信号を周期的に送信
するための所定周期ＴＢＴＴと、ビーコン信号に先行してＣＴＳフレームを送信するため
の所定周期Ｔとを計時する機能を有する。具体的には、Ｔは、ＴＢＴＴ－ＮＡＶ＜Ｔ＜Ｔ
ＢＴＴを満たす所定の時間Ｔである。
（３．動作）
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　次に、アクセスポイント１００の動作について、図４を参照しながら説明する。
【００４９】
　図４を参照すると、無線ＬＡＮネットワーク内で、通信端末１０がパワーセーブモード
に設定されているものとする。
　まず、アクセスポイント１００において、タイマー部１０８がＴＢＴＴを計時すると、
送信フレーム制御部１０５がビーコン信号のデータを生成し、送信フレーム生成部１０６
がビーコン信号のフレームに変換して、無線送信部１０７がアンテナ１０９を介してビー
コン信号３００を送信する。
【００５０】
　通信端末１０は、前回以前に受信したビーコン信号内のＴＢＴＴに基づき、受信部を立
ち上げてビーコン信号３００を受信する。
　同じく通信端末２０も、ビーコン信号３００を受信する。
　アクセスポイント１００は、ビーコン信号３００を送信し終わった後、タイマー部１０
８が所定時間Ｔを計時すると、送信フレーム制御部１０５がＣＴＳフレーム３０１を生成
し、送信フレーム生成部１０６と無線通信部１０７とアンテナ１０９とを介してＣＴＳフ
レーム３０１を送信する。
【００５１】
　これにより、通信端末２０は、ＣＴＳフレーム３０１を受信すると、ＩＥＥＥ８０２．
１１規格に従い、ＣＴＳフレーム３０１を受信している間のビジー状態３０２（期間ｃ）
を経て、ＮＡＶ期間（期間ｄ）データの送信を禁止する。
　そして、アクセスポイント１００は、ＣＴＳフレーム３０１を送信後、期間ａが経過し
た次のタイミングで、ビーコン信号３０３を送信する。
【００５２】
　ここで、ビーコン信号３００の送信後にＣＴＳフレーム３０１を送信するまでの時間Ｔ
が、ＴＢＴＴ－ＮＡＶ＜Ｔ＜ＴＢＴＴを満たすため、アクセスポイント１００は、ビーコ
ン信号３００の送信後次のビーコン信号３０３を送信するまでの間にＣＴＳフレーム３０
１を送信し、且つ、ＣＴＳフレーム３０１の送信後に通信端末２０がＮＡＶ期間（期間ｄ
）の間データ送信を禁止している間にビーコン信号３０３を送信することができる。
【００５３】
　これによって、アクセスポイント１００がビーコン信号を送信できる確実性が高まり、
通信端末１０がパワーセーブモードを継続できる確実性も高まる。
　さらに、アクセスポイント１００は、ＮＡＶを調整することで、通信端末２０にデータ
の送信を禁止させる期間を調整することができる。
＜実施形態３＞
　次に、本発明の実施形態３について、図面を参照しながら説明する。
（１．概要）
　実施形態１では、アクセスポイント１００は、ビーコン信号に先行してエラーフレーム
を送信するようになっていたが、実施形態３では、ＩＥＥＥ８０２．１１規格で規定され
ているＰＬＣＰヘッダを送信する点で異なっている。
【００５４】
　図５（ａ）に示すように、ＩＥＥＥ８０２．１１規格によれば、物理層で、送信データ
４０２に、受信同期処理に必要なＰＬＣＰプリアンブル４００とともに伝送レートやフレ
ーム長等の情報が書き込まれているＰＬＣＰヘッダ４０１とが付加されるようになってい
る。
（２．ＡＰ１の構成）
　構成については、実施形態１と異なる点についてのみ説明する。
【００５５】
　送信フレーム制御部１０５は、タイマー部１０８からビーコン信号に先行してＰＬＣＰ
ヘッダを送信すべき時間Ｔの計時を受けると、ＰＬＣＰヘッダ内に含むＬｅｎｇｔｈを決
定し、決定したＬｅｎｇｔｈを含むＰＬＣＰヘッダを生成して送信フレーム生成部１０６
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に送信する機能を有する。
　タイマー部１０８は、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に則り、ビーコン信号を周期的に送信
するための所定周期ＴＢＴＴと、ビーコン信号に先行してＰＬＣＰヘッダを送信するため
の所定周期Ｔとを計時する機能を有する。具体的には、Ｔは、ＴＢＴＴ－Ｌｅｎｇｔｈ＜
Ｔ＜ＴＢＴＴを満たす所定の時間Ｔである。
（３．動作）
　次に、アクセスポイント１００の動作について、図５を参照しながら説明する。
【００５６】
　図５を参照すると、無線ＬＡＮネットワーク内で、通信端末１０がパワーセーブモード
に設定されているものとする。
　まず、アクセスポイント１００において、タイマー部１０８がＴＢＴＴを計時すると、
送信フレーム制御部１０５がビーコン信号のデータを生成し、送信フレーム生成部１０６
がビーコン信号のフレームに変換して、無線送信部１０７がアンテナ１０９を介してビー
コン信号４０３を送信する。
【００５７】
　通信端末１０は、前回以前に受信したビーコン信号内のＴＢＴＴに基づき、受信部を立
ち上げてビーコン信号４０３を受信する。
　同じく通信端末２０も、ビーコン信号４０３を受信する。
　アクセスポイント１００は、ビーコン信号４０３を送信し終わった後、タイマー部１０
８が所定時間Ｔを計時すると、送信フレーム制御部１０５がＰＬＣＰヘッダ４０４を生成
し、送信フレーム生成部１０６と無線通信部１０７とアンテナ１０９とを介してＰＬＣＰ
ヘッダ４０４を送信する。
【００５８】
　これにより、通信端末２０は、ＰＬＣＰヘッダ４０４を受信すると、ＩＥＥＥ８０２．
１１規格に従い、ＰＬＣＰヘッダ４０４を受信している間のビジー状態４０５（期間ｈ）
を経て、Ｌｅｎｇｔｈ期間（期間ｌ）データの送信を禁止する。
　そして、アクセスポイント１００は、ＰＬＣＰヘッダ４０４を送信後、期間ｉが経過し
た次のタイミングで、ビーコン信号４０６を送信する。
【００５９】
　ここで、ビーコン信号４０３の送信後にＰＬＣＰヘッダ４０４を送信するまでの時間Ｔ
が、ＴＢＴＴ－Ｌｅｎｇｔｈ＜Ｔ＜ＴＢＴＴを満たすため、アクセスポイント１００は、
ビーコン信号４０３の送信後次のビーコン信号４０６を送信するまでの間にＰＬＣＰヘッ
ダ４０４を送信し、且つ、ＰＬＣＰヘッダ４０４の送信後に通信端末２０がＬｅｎｇｔｈ
期間（期間ｌ）の間データ送信を禁止している間にビーコン信号４０６を送信することが
できる。
【００６０】
　これによって、アクセスポイント１００がビーコン信号を送信できる確実性が高まり、
通信端末１０がパワーセーブモードを継続できる確実性も高まる。
　さらに、アクセスポイント１００は、Ｌｅｎｇｔｈ期間を調整することで、通信端末２
０にデータの送信を禁止させる期間を調整することができる。
　さらに、ＰＬＣＰヘッダを送信する際に、データは無くてＰＬＣＰヘッダとＰＬＣＰプ
リアンブルのみで構わないので、容量が少なくネットワークへの負担を抑えることができ
る。
＜実施形態４＞
　次に、本発明の実施形態４について、図面を参照しながら説明する。
（１．概要）
　実施形態４では、さらにもう１台通信端末３０（ＳＴＡ３）が無線ＬＡＮ通信システム
のネットワークに加わった。
【００６１】
　実施形態１～３では、アクセスポイント１００は、ビーコン信号に先行してエラーフレ
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ーム、ＣＴＳフレーム、又はＰＬＣＰヘッダを送信するようになっていたが、実施形態４
では、ビーコン信号に先行して通信端末３０がエラーフレームを送信する点で異なってい
る。
（２－１．ＳＴＡ３の構成）
　図６を参照しながら、通信端末３０の構成について説明する。
【００６２】
　図６を参照すると、通信端末３０は、記憶領域３１、送信フレーム制御部３２、送信フ
レーム生成部３３、無線送信部３４、タイマー部３５、アンテナ３６、受信フレーム制御
部３７、受信フレーム復号部３８、及び無線受信部３９を備えている。
　記憶領域３１は、無線ＬＡＮ通信に必要な種々の情報を記憶するメモリであり、特に、
アクセスポイント１００から受信したＳＳＩＤや他の通信端末１０、２０のＭＡＣアドレ
スや、アクセスポイント１００がビーコン信号を送信する周期であるＴＢＴＴを記憶する
機能を有する。
【００６３】
　送信フレーム制御部３２は、データを送信する際、送信すべきデータと送信相手のＭＡ
Ｃアドレスを記憶領域３１から取り出し、送信フレーム生成部３３に送出する機能を有す
る。
　また、送信フレーム制御部３２は、後述するタイマー部３５からエラーフレームを送信
すべき時間Ｔの計時を受けると、エラーフレームのデータを生成して送信フレーム生成部
３３に送信する機能を有する。エラーフレームは、通信端末１０、２０が受信したときに
ＩＥＥＥ８０２．１１規格上エラーとなる所定のデータから成るフレームである。
【００６４】
　送信フレーム生成部３３は、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に則り、送信フレーム制御部３
２から受け取ったデータをフレーム形式に変換し、変換したフレームにＭＡＣアドレスを
付加して送信フレームを生成して、無線送信部３４に送出する機能を有する。
　無線送信部３４は、送信フレーム生成部３３から受け取った送信フレームを、アンテナ
３６を介して送信する機能を有する。
【００６５】
　無線受信部３９は、アンテナ３６を介してフレームを受信し、受信フレーム復号部３５
に送出する機能を有する。
　受信フレーム復号部３８は、無線受信部３９から受け取ったフレームをＩＥＥＥ８０２
．１１規格に則って復号し、受信フレーム制御部３７に送出する機能を有する。
　受信フレーム制御部３７は、受信フレーム復号部３８から受け取った受信データを記憶
領域３１に書き込む機能を有する。また、受信制御部１１０は、受信したフレームの種類
に応じて、フレームを受信してから一定時間送信を禁止しなければならないというＩＥＥ
Ｅ８０２．１１規格で規定されている所定時間ｔを送信フレーム制御部３２に送出する機
能を有する。
【００６６】
　タイマー部３５は、記憶領域３１に記憶されているＴＢＴＴに基づき、アクセスポイン
ト１００のビーコン信号送信に先行してエラーフレームを送信するための所定周期Ｔを計
時する機能を有する。具体的には、Ｔは、ＴＢＴＴ－（ＩＦＳ＋バックオフ）＜Ｔ＜ＴＢ
ＴＴを満たす所定の時間Ｔである。
（２－２．ＡＰ１の構成）
　ＡＰ１の構成については、実施形態１と異なる点について説明する。
【００６７】
　送信フレーム制御部１０５は、するタイマー部１０８からビーコン信号を送信すべき所
定周期ＴＢＴＴの計時を受けると、ビーコン信号のデータを生成して送信フレーム生成部
１０６に送信する機能を有する。
　特に、データの送信を禁止しなければならない所定時間ｔ内に、タイマー部１０８から
ビーコン信号を送信すべき所定周期ＴＢＴＴの計時を受けたときは、データ送信禁止を無
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視して強制的にビーコン信号を生成する機能を有する。
【００６８】
　タイマー部１０８は、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に則り、ビーコン信号を周期的に送信
するための所定周期ＴＢＴＴを計時する機能を有する。
（３．動作）
　次に、通信端末３０及びアクセスポイント１００の動作について、図７を参照しながら
説明する。
【００６９】
　図７を参照すると、無線ＬＡＮネットワーク内で、通信端末１０がパワーセーブモード
に設定されているものとする。
　まず、アクセスポイント１００において、タイマー部１０８がＴＢＴＴを計時すると、
送信フレーム制御部１０５がビーコン信号のデータを生成し、送信フレーム生成部１０６
がビーコン信号のフレームに変換して、無線送信部１０７がアンテナ１０９を介してビー
コン信号６００を送信する。
【００７０】
　通信端末１０は、前回以前に受信したビーコン信号内のＴＢＴＴに基づき、受信部を立
ち上げてビーコン信号６００を受信する。
　同じく通信端末２０及び３０も、ビーコン信号６００を受信する。
　通信端末３０は、ビーコン信号６００を受信した後、タイマー部３５が所定時間Ｔを計
時すると、送信フレーム制御部３２がエラーフレーム５０１を生成し、送信フレーム生成
部３３と無線通信部３４とアンテナ３６とを介してエラーフレーム５０１を送信する。
【００７１】
　これにより、通信端末２０は、エラーフレーム５０１を受信すると、ＩＥＥＥ８０２．
１１規格に従い、エラーフレーム５０１を受信している間のビジー状態５０２（期間ｈ）
を経て、ＩＦＳ＋バックオフ期間（期間ｎ）データの送信を禁止する。
　そして、アクセスポイント１００は、エラーフレーム５０１を受信後、通信端末２０と
同様にＩＦＳ＋バックオフ期間データの送信を禁止しているが、期間ｍが経過してタイマ
ー１０８がＴＢＴＴを計時すると、データ送信の禁止を無視して強制的にビーコン信号５
０３を送信する。
【００７２】
　ここで、ビーコン信号５００の受信後にエラーフレーム５０１を送信するまでの時間Ｔ
が、ＴＢＴＴ－（ＩＦＳ＋バックオフ）＜Ｔ＜ＴＢＴＴを満たすため、通信端末３０は、
ビーコン信号５００の受信後次のビーコン信号５０３を受信するまでの間にエラーフレー
ム５０１を送信し、且つ、エラーフレーム５０１の送信後に通信端末２０がＩＦＳ＋バッ
クオフ期間（期間ｎ）の間データ送信を禁止している間にアクセスポイント１００はビー
コン信号５０３を送信することができる。
【００７３】
　これによって、アクセスポイント１００がビーコン信号を送信できる確実性が高まり、
通信端末１０がパワーセーブモードを継続できる確実性も高まる。
　また、ビーコン信号に先行するエラーフレームの送信を通信端末３０が行うため、アク
セスポイント１００は処理の負担を軽減することができる。
＜実施形態５＞
　次に、本発明の実施形態５について、図面を参照しながら説明する。
（１．概要）
　実施形態４では、通信端末３０は、ビーコン信号に先行してエラーフレームを送信する
ようになっていたが、実施形態５では、ＩＥＥＥ８０２．１１規格で規定されているＣＴ
Ｓフレームを送信する点で異なっている。
（２．ＳＴＡ３の構成）
　構成については、実施形態４と異なる点についてのみ説明する。
【００７４】
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　送信フレーム制御部３２は、タイマー部３５からＣＴＳフレームを送信すべき時間Ｔの
計時を受けると、ＣＴＳフレーム内に含むＮＡＶを決定し、決定したＮＡＶを含むＣＴＳ
フレームのデータを生成して送信フレーム生成部３３に送信する機能を有する。
　タイマー部３５は、記憶領域３１に記憶されているＴＢＴＴに基づき、アクセスポイン
ト１００のビーコン信号送信に先行してＣＴＳフレームを送信するための所定周期Ｔを計
時する機能を有する。具体的には、Ｔは、ＴＢＴＴ－ＮＡＶ＜Ｔ＜ＴＢＴＴを満たす所定
の時間Ｔである。
（３．動作）
　次に、通信端末３０及びアクセスポイント１００の動作について、図８を参照しながら
説明する。
【００７５】
　図８を参照すると、無線ＬＡＮネットワーク内で、通信端末１０がパワーセーブモード
に設定されているものとする。
　まず、アクセスポイント１００において、タイマー部１０８がＴＢＴＴを計時すると、
送信フレーム制御部１０５がビーコン信号のデータを生成し、送信フレーム生成部１０６
がビーコン信号のフレームに変換して、無線送信部１０７がアンテナ１０９を介してビー
コン信号６００を送信する。
【００７６】
　通信端末１０は、前回以前に受信したビーコン信号内のＴＢＴＴに基づき、受信部を立
ち上げてビーコン信号６００を受信する。
　同じく通信端末２０及び３０も、ビーコン信号６００を受信する。
　通信端末３０は、ビーコン信号６００を受信した後、タイマー部３５が所定時間Ｔを計
時すると、送信フレーム制御部３２がＣＴＳフレーム６０１を生成し、送信フレーム生成
部３３と無線通信部３４とアンテナ３６とを介してＣＴＳフレーム６０１を送信する。
【００７７】
　これにより、通信端末２０は、ＣＴＳフレーム６０１を受信すると、ＩＥＥＥ８０２．
１１規格に従い、ＣＴＳフレーム６０１を受信している間のビジー状態６０２（期間ｃ）
を経て、ＮＡＶ期間（期間ｄ）データの送信を禁止する。
　そして、アクセスポイント１００は、ＣＴＳフレーム６０１を受信後、通信端末２０と
同様にＮＡＶ期間データの送信を禁止しているが、期間ａが経過してタイマー１０８がＴ
ＢＴＴを計時すると、データ送信の禁止を無視して強制的にビーコン信号６０３を送信す
る。
【００７８】
　ここで、ビーコン信号６００の受信後にＣＴＳフレーム６０１を送信するまでの時間Ｔ
が、ＴＢＴＴ－ＮＡＶ＜Ｔ＜ＴＢＴＴを満たすため、通信端末３０は、ビーコン信号６０
０の受信後次のビーコン信号６０３を受信するまでの間にＣＴＳフレーム６０１を送信し
、且つ、ＣＴＳフレーム６０１の送信後に通信端末２０がＮＡＶ期間（期間ｄ）の間デー
タ送信を禁止している間にアクセスポイント１００はビーコン信号６０３を送信すること
ができる。
【００７９】
　これによって、アクセスポイント１００がビーコン信号を送信できる確実性が高まり、
通信端末１０がパワーセーブモードを継続できる確実性も高まる。
　また、ビーコン信号に先行するエラーフレームの送信を通信端末３０が行うため、アク
セスポイント１００は処理の負担を軽減することができる。
　さらに、通信端末３０は、ＮＡＶを調整することで、通信端末２０にデータの送信を禁
止させる期間を調整することができる。
＜実施形態６＞
　次に、本発明の実施形態６について、図面を参照しながら説明する。
（１．概要）
　実施形態４では、通信端末３０は、ビーコン信号に先行してエラーフレームを送信する
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ようになっていたが、実施形態５では、ＩＥＥＥ８０２．１１規格で規定されているＰＬ
ＣＰヘッダを送信する点で異なっている。
（２．ＳＴＡ３の構成）
　構成については、実施形態４と異なる点についてのみ説明する。
【００８０】
　送信フレーム制御部３２は、タイマー部３５からＰＬＣＰヘッダを送信すべき時間Ｔの
計時を受けると、ＰＬＣＰヘッダ内に含むＬｅｎｇｔｈを決定し、決定したＬｅｎｇｔｈ
を含むＰＬＣＰヘッダのデータを生成して送信フレーム生成部３３に送信する機能を有す
る。
　タイマー部３５は、記憶領域３１に記憶されているＴＢＴＴに基づき、アクセスポイン
ト１００のビーコン信号送信に先行してＰＬＣＰヘッダを送信するための所定周期Ｔを計
時する機能を有する。具体的には、Ｔは、ＴＢＴＴ－Ｌｅｎｇｔｈ＜Ｔ＜ＴＢＴＴを満た
す所定の時間Ｔである。
（３．動作）
　次に、通信端末３０及びアクセスポイント１００の動作について、図９を参照しながら
説明する。
【００８１】
　図９を参照すると、無線ＬＡＮネットワーク内で、通信端末１０がパワーセーブモード
に設定されているものとする。
　まず、アクセスポイント１００において、タイマー部１０８がＴＢＴＴを計時すると、
送信フレーム制御部１０５がビーコン信号のデータを生成し、送信フレーム生成部１０６
がビーコン信号のフレームに変換して、無線送信部１０７がアンテナ１０９を介してビー
コン信号７００を送信する。
【００８２】
　通信端末１０は、前回以前に受信したビーコン信号内のＴＢＴＴに基づき、受信部を立
ち上げてビーコン信号７００を受信する。
　同じく通信端末２０及び３０も、ビーコン信号７００を受信する。
　通信端末３０は、ビーコン信号７００を受信した後、タイマー部３５が所定時間Ｔを計
時すると、送信フレーム制御部３２がＰＬＣＰヘッダ７０１を生成し、送信フレーム生成
部３３と無線通信部３４とアンテナ３６とを介してＰＬＣＰヘッダ７０１を送信する。
【００８３】
　これにより、通信端末２０は、ＰＬＣＰヘッダ７０１を受信すると、ＩＥＥＥ８０２．
１１規格に従い、ＰＬＣＰヘッダ７０１を受信している間のビジー状態７０２（期間ｈ）
を経て、Ｌｅｎｇｔｈ期間（期間ｌ）データの送信を禁止する。
　そして、アクセスポイント１００は、ＰＬＣＰヘッダ７０１を受信後、通信端末２０と
同様にＬｅｎｇｔｈ期間データの送信を禁止しているが、期間ｉが経過してタイマー１０
８がＴＢＴＴを計時すると、データ送信の禁止を無視して強制的にビーコン信号７０３を
送信する。
【００８４】
　ここで、ビーコン信号７００の受信後にＰＬＣＰヘッダ７０１を送信するまでの時間Ｔ
が、ＴＢＴＴ－Ｌｅｎｇｔｈ＜Ｔ＜ＴＢＴＴを満たすため、通信端末３０は、ビーコン信
号７００の受信後次のビーコン信号７０３を受信するまでの間にＰＬＣＰヘッダ７０１を
送信し、且つ、ＰＬＣＰヘッダ７０１の送信後に通信端末２０がＬｅｎｇｔｈ期間（期間
ｌ）の間データ送信を禁止している間にアクセスポイント１００はビーコン信号７０３を
送信することができる。
【００８５】
　これによって、アクセスポイント１００がビーコン信号を送信できる確実性が高まり、
通信端末１０がパワーセーブモードを継続できる確実性も高まる。
　また、ビーコン信号に先行するエラーフレームの送信を通信端末３０が行うため、アク
セスポイント１００は処理の負担を軽減することができる。
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　さらに、通信端末３０は、Ｌｅｎｇｔｈを調整することで、通信端末２０にデータの送
信を禁止させる期間を調整することができる。
【００８６】
　さらに、ＰＬＣＰヘッダを送信する際に、データは無くてＰＬＣＰヘッダとＰＬＣＰプ
リアンブルのみで構わないので、容量が少なくネットワークへの負担を抑えることができ
る。
＜実施形態７＞
　次に、本発明の実施形態７について、図面を参照しながら説明する。
（１．概要）
　実施形態７では、さらにもう２台通信端末４０、５０（ＳＴＡ４、ＳＴＡ５）が無線Ｌ
ＡＮ通信システムのネットワークに加わった。
【００８７】
　実施形態１～３では、アクセスポイント１００は、ビーコン信号に先行してエラーフレ
ーム、ＣＴＳフレーム、又はＰＬＣＰヘッダを送信するようになっていた。また、実施形
態４～６では、通信端末３０が、アクセスポイント１００が送信するビーコン信号に先行
して、エラーフレーム、ＣＴＳフレーム、又はＰＬＣＰヘッダを送信するようになってい
た。
【００８８】
　これに対して、実施形態７では、アクセスポイント１００と通信端末のいずれかとが協
力し、両者がそれぞれＲＴＳフレームとＣＴＳフレームを送信する点で異なっている。
　実施形態７に係る無線ＬＡＮ通信システムについて、図１０を参照しながら説明する。
　図１０に示すように、実施形態１０の無線ＬＡＮ通信システム内に、通信端末１０～５
０（ＳＴＡ１～ＳＴＡ５）が存在している。通信端末１０～３０は、アクセスポイント１
００からキャリアセンス可能な範囲に存在しているが、通信端末４０については、電波を
遮蔽する遮蔽物６０が介在することによってアクセスポイント１００がキャリアセンス不
可能な状態に陥っている。また、通信端末５０については、アクセスポイント１００がキ
ャリアセンス可能な電波到達範囲に外れて移動していることから、キャリアセンスが不可
能な状態に陥っている。
（２－１．ＡＰ１の構成）
　図１１を参照しながら、アクセスポイント１００の構成について説明する。
【００８９】
　構成については、実施形態１と異なる点について説明する。
　図１１を参照すると、アクセスポイント１００は、本体１０１内に新たにバッテリ残量
調査部１１３を備える。
　バッテリ残量調査部１１３は、無線ＬＡＮ通信システム内の通信端末１０～５０それぞ
れのバッテリ残量を調査するために、バッテリ残量を問合せるフレームを生成するよう送
信フレーム制御部１０５に依頼する機能を有する。
【００９０】
　送信フレーム制御部１０５は、バッテリ残量調査部１１３からの依頼を受け、通信端末
１０～５０に対して送信するバッテリ残量通知要求フレームのデータを生成して送信フレ
ーム１０６に送出する機能を有する。
　また、送信フレーム制御部１０５は、タイマー部１０８より所定時間Ｔの計時を受ける
と、ＲＴＳフレームのデータを生成して送信フレーム生成部１０５に送出する機能を有す
る。
【００９１】
　送信フレーム生成部１０６は、送信フレーム制御部１０５から受け取ったデータに基づ
き、バッテリ残量通知要求フレームを生成して、無線送信部１０７に送出する機能を有す
る。
　タイマー部１０８は、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に則り、ビーコン信号を周期的に送信
するための所定周期ＴＢＴＴと、ビーコン信号に先行してＲＴＳフレームを送信するため
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の所定周期Ｔとを計時する機能を有する。具体的には、Ｔは、ＴＢＴＴ－ＮＡＶ＜Ｔ＜Ｔ
ＢＴＴを満たす所定の時間Ｔである。
（２－２．ＳＴＡ１～５の構成）
　通信端末１０～５０の構成について、ここでは便宜的に通信端末３０を例に挙げて、実
施形態４と異なる点について説明する。また、各通信端末１０～５０は同様の構成を有す
るものとする。
【００９２】
　記憶領域３１は、送信フレーム制御部３２がバッテリ残量通知フレームを送信するのに
必要なバッテリ残量の閾値Ｒを記憶している。
　送信フレーム制御部３２は、受信フレーム制御部３７からＲＴＳフレーム受信の通知を
受けると、ＣＴＳフレーム内に含むＮＡＶを決定し、決定したＮＡＶを含むＣＴＳフレー
ムのデータを生成して送信フレーム生成部３３に送信する機能を有する。
【００９３】
　また、送信フレーム制御部３２は、受信フレーム制御部３７からバッテリ残量通知要求
フレーム受信の通知を受けると、自端末３０のバッテリ残量を通知するためのバッテリ残
量通知フレームのデータを生成して送信フレーム生成部３３に送信する機能を有する。
　受信フレーム制御部３７は、受信フレーム復号部３８から受け取った受信データがＲＴ
Ｓフレームであった場合、その旨を送信フレーム制御部３２に通知する機能を有する。
【００９４】
　また、受信フレーム制御部３７は、受信フレーム復号部３８から受け取った受信データ
がバッテリ通知要求フレームであった場合には、その旨を送信フレーム制御部３２に通知
する機能を有する。
（３．データ）
　ここで、バッテリ残量通知要求フレームのデータ構成と、バッテリ残量通知フレームの
データ構成について、図１２を参照しながら説明する。
【００９５】
　図１２（ａ）を参照すると、バッテリ残量通知要求フレームは、フレーム制御フィール
ド９００、Ｄｕｒａｔｉｏｎ／ＩＤフィールド９０１、受信局アドレスフィールド９０２
、送信局アドレスフィールド９０３、及びＦＣＳフィールド９０４を含んで成る。
　フレーム制御フィールド９００は２ｂｙｔｅであり、この中に、プロトコルバージョン
フィールドに続いてタイプフィールド９０５、サブタイプフィールド９０６等のフィール
ドがある。例えば、ＩＥＥＥ８０２．１１規格に則り、タイプフィールド９０５が「１０
」のときは、データタイプを示している。また、サブタイプフィールド９０６において「
００００」～「１００１」は予約フィールドであり、ここでは「０１１０」を利用してい
る。
【００９６】
　アクセスポイント１００は、受信局アドレス９０１に通信端末１０～５０のＭＡＣアド
レスを設定することで、各通信端末に送信する。
　図１２（ｂ）を参照すると、バッテリ残量通知フレームも同様に、フレーム制御フィー
ルド９０７、Ｄｕｒａｔｉｏｎ／ＩＤフィールド９０８、受信局アドレスフィールド９０
９、バッテリ残量フィールド９１０、及びＦＣＳフィールド９１１を含んで成る。
【００９７】
　通信端末３０は、受信局アドレス９０８にアクセスポイント１００のＭＡＣアドレスを
設定することで、アクセスポイント１００に送信する。
（３．動作）
　次に、通信端末３０及びアクセスポイント１００の動作について、図１３～１５を参照
しながら説明する。なお、ここでは、通信端末２０は省略し、通信端末１０、３０、４０
、及び５０に着目して図示する。
（３－１．動作　その１）
　まず、アクセスポイント１００が各通信端末１０～５０のバッテリ残量を調査する処理
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動作について、図１３を参照しながら説明する。
【００９８】
　図１３を参照すると、まず、アクセスポイント１００は、無線ＬＡＮネットワーク内の
通信端末数（５）を取得する（ステップＳ１００）。
　送信フレーム制御部１０５は、変数ｉを「１」に初期化して（ステップＳ１０１）、ま
ず通信端末１０（ＳＴＡ１）に対してバッテリ残量通知要求フレームを送信するよう、送
信フレーム生成部１０６に指示する（ステップＳ１０２）。
【００９９】
　次に、アクセスポイント１００は、通信端末１０からバッテリ残量通知フレームを受信
すると（ステップＳ１０３：はい）、記憶領域１０４に通信端末１０のバッテリ残量を記
憶する（ステップＳ１０４）。
　続いて、変数ｉをインクリメントして（ステップＳ１０５）、通信端末５０のバッテリ
残量調査が完了するまで（ステップＳ１０６：はい）、各通信端末に対してバッテリ残量
通知要求フレームを送信する。
【０１００】
　全通信端末１０～５０からバッテリ残量通知を受信すると（ステップＳ１０６：いいえ
）、記憶領域１０４に記憶した各通信端末のバッテリ残量を比較し、最もバッテリ残量の
大きい通信端末を抽出する（ステップＳ１０７）。
（３－２．動作　その２）
　次に、通信端末３０が自端末のバッテリ残量をアクセスポイント１００に通知する処理
動作について、図１４を参照しながら説明する。
【０１０１】
　図１４を参照すると、まず、通信端末３０は、自端末のバッテリ残量を取得し（ステッ
プＳ２００）、この残量が記憶領域１０４に記憶してある閾値Ｒよりも大きい場合には（
ステップＳ２０１：はい）、送信フレーム生成部３３に対してバッテリ残量通知フレーム
を送信するよう指示する（ステップＳ２０２）。
　一方、取得した自端末のバッテリ残量が閾値Ｒよりも小さい場合は（ステップＳ２０１
：いいえ）、送信フレーム生成部３３に対してバッテリ残量通知フレームの送信は指示し
ない（ステップＳ２０３）。
（３－３．動作　その３）
　次に、アクセスポイント１００が各通信端末１０～５０のバッテリ残量を取得した後、
アクセスポイント１００と最もバッテリ残量が大きい通信端末（ここでは、通信端末３０
とする）とが協力して両者がそれぞれＲＴＳフレームとＣＴＳフレームを送信する処理動
作について、図１５を参照しながら説明する。
【０１０２】
　図１５を参照すると、無線ＬＡＮネットワーク内で、通信端末１０がパワーセーブモー
ドに設定されているものとする。
　まず、アクセスポイント１００において、タイマー部１０８がＴＢＴＴを計時すると、
送信フレーム制御部１０５がビーコン信号のデータを生成し、送信フレーム生成部１０６
がビーコン信号のフレームに変換して、無線送信部１０７がアンテナ１０９を介してビー
コン信号８００を送信する。
【０１０３】
　通信端末１０は、前回以前に受信したビーコン信号内のＴＢＴＴに基づき、受信部を立
ち上げてビーコン信号８００を受信する。
　同じく通信端末２０～４０も、ビーコン信号８００を受信する。
　アクセスポイント１００は、ビーコン信号８００を受信した後、タイマー部１０８が所
定時間Ｔを計時すると、送信フレーム制御部１０５が、最もバッテリ残量の大きい通信端
末３０宛てのＲＴＳフレーム８０１を生成し、送信フレーム生成部１０６と無線通信部１
０７とアンテナ１０９とを介してＲＴＳフレーム８０１を通信端末３０に送信する。
【０１０４】
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　これにより、通信端末３０は、ＲＴＳフレーム８０１を受信すると、ＩＥＥＥ８０２．
１１規格に従い、ＲＴＳフレーム８０１を受信している間のビジー状態（期間ｒ）を経て
、ＲＴＳフレームの応答信号であるＣＴＳフレーム８０２を送信する。
　ＣＴＳフレーム８０２を受信した通信端末４０、５０は、ＮＡＶ期間（期間ｔ）データ
の送信を禁止する。
一方、アクセスポイント１００は、ＣＴＳフレーム８０２を受信後、通信端末４０、５０
と同様にＮＡＶ期間データの送信を禁止しているが、期間ｓが経過してタイマー１０８が
ＴＢＴＴを計時すると、データ送信の禁止を無視して強制的にビーコン信号８０３を送信
する。
【０１０５】
　このように動作することで、アクセスポイント１００がビーコン信号を送信できる確実
性が高まり、通信端末１０がパワーセーブモードを継続できる確実性も高まる。
　特に、アクセスポイント１００と通信端末３０とが協力することで、アクセスポイント
１００からキャリアセンスが不可能な通信端末（通信端末４０、５０）に対してもデータ
送信の禁止を行わせる確実性を高めることができる。
＜実施形態８＞
　次に、本発明の実施形態８について、図面を参照しながら説明する。
（１．概要）
　実施形態７では、最もバッテリ残量の多い通信端末とアクセスポイント１００とが協力
してＲＴＳフレームとＣＴＳフレームの送信を行っているが、実施形態８では、アクセス
ポイント１００と最も通信品質の悪い通信端末が協力する点で異なっている。
（２－１．ＡＰ１の構成）
　構成については、実施形態７と異なる点について説明する。
【０１０６】
　送信フレーム制御部１０５は、タイマー部１０８より所定時間Ｔの計時を受けると、Ｒ
ＴＳフレームのデータを生成して送信フレーム生成部１０５に送出する機能を有する。
　送信フレーム生成部１０６は、送信フレーム制御部１０５からＲＴＳフレームの送信要
求を受けると、記憶領域１０４に記憶されている各通信端末１０～５０のＲＳＳＩ値を比
較し、最もＲＳＳＩ値の低い通信端末に対してＲＴＳフレームを生成して無線送信部１０
７に送出する機能を有する。
【０１０７】
　受信フレーム制御部１１０は、各通信端末１０～５０から何かしら信号を受信するたび
に、ＲＳＳＩ値を記憶領域１０４に記憶する機能を有する。
（３．動作）
　次に、アクセスポイント１００が、各通信端末１０～５０のいずれの通信端末にＥＴＳ
フレームを送信するかを決定する処理動作について、図１６を参照しながら説明する。
【０１０８】
　まず、図１６（ａ）に示すように、アクセスポイント１００は、各通信端末１０～５０
から何がしかのフレームを受信するたびに（ステップＳ４００：はい）、そのときのＲＳ
ＳＩ値を記憶領域１０４に記憶しておく（ステップＳ４０１）。
　そして、図１６（ｂ）に示すように、ビーコン信号の受信後、タイマー部１０８が所定
時間Ｔを計時すると、送信フレーム制御部１０５が、記憶領域１０４を参照して最もＲＳ
ＳＩ値の小さい通信端末を抽出する（ステップＳ４０２）。
【０１０９】
　この後は、図１５に示す実施形態７の動作と同様であるため、詳述しない。
　このようにアクセスポイント１００が最もＲＳＳＩ値の小さい通信端末にＲＴＳフレー
ムを送信することで、アクセスポイント１００からより遠く、キャリアセンスが可能な領
域ぎりぎりに存在する通信端末と協力する確実性を高めることができる。
　これにより、遮蔽物で遮られてアクセスポイント１００とキャリアセンスできない通信
端末や、キャリアセンス可能な領域から外れてしまった通信端末に対して、他の通信端末
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がＣＴＳフレームを送信する確実性を高めることができる。
＜変形例＞
　以上、実施形態１～８の構成について説明してきたが、これらの構成には種々の変形を
加えることが可能である。
（１）例えば、実施形態８では、アクセスポイント１００がＲＳＳＩ値の最も小さい通信
端末にＲＴＳフレームを送信する例について説明したが、さらに、ＲＳＳＩ値に閾値を定
め、この閾値よりも小さい場合にのみＲＴＳフレームを送信するようにしてもよい。
【０１１０】
　図１７を参照すると、まず図１７（ａ）に示すようにアクセスポイント１００が各通信
端末１０～５０のＲＳＳＩ値を記憶領域１０４に記憶しておき（ステップＳ５００～Ｓ５
０１）、図１７（ｂ）に示すように、記憶領域１４から読み出したＲＳＳＩ値が予め定め
ておいた閾値より小さい場合には（ステップＳ５０３：はい）、ＲＴＳフレームの送信を
指示し（ステップＳ５０４）し、ＲＳＳＩ値が閾値より大きい場合は（ステップＳ５０３
：いいえ）、ＲＴＳフレームは送信しない（ステップＳ５０５）。
（２）また、例えば、実施形態８では、アクセスポイント１００が通信端末１０～５０か
ら何かしらのフレームを受信するたびにＲＳＳＩ値を記憶するようにしているが、アクセ
スポイント１００が自発的にＲＳＳＩ値を調査するためのフレームを送信するようにして
もよい。
【０１１１】
　図１８を参照すると、まず、アクセスポイント１００は、無線ＬＡＮネットワーク内の
通信端末数（５）を取得する（ステップＳ３００）。
　送信フレーム制御部１０５は、変数ｉを「１」に初期化して（ステップＳ３０１）、ま
ず通信端末１０（ＳＴＡ１）に対してＮＵＬＬフレームを送信するよう、送信フレーム生
成部１０６に指示する（ステップＳ３０２）。
【０１１２】
　次に、アクセスポイント１００は、通信端末１０からＡＣＫ信号を受信すると（ステッ
プＳ３０３：はい）、記憶領域１０４に通信端末１０のＲＳＳＩ値を記憶する（ステップ
Ｓ３０４）。
　続いて、変数ｉをインクリメントして（ステップＳ３０５）、通信端末５０のバッテリ
残量調査が完了するまで（ステップＳ３０６：はい）、各通信端末に対してＮＵＬＬフレ
ームを送信する。
【０１１３】
　全通信端末１０～５０からＡＣＫ信号を受信すると（ステップＳ３０６：いいえ）、記
憶領域１０４に記憶した各通信端末のＲＳＳＩ値を比較し、最もＲＳＳＩ値の小さい通信
端末を抽出する（ステップＳ３０７）。
＜組み合わせ例＞
　さらに、以上説明したアクセスポイントや通信端末を組み合わせて無線ＬＡＮネットワ
ークを構築することも可能である。
【０１１４】
　例えば、図１９に示すように、アクセスポイント１００ａ（ＡＰ１）及び通信端末１０
、２０（ＳＴＡ１、ＳＴＡ２）を含んで成る無線ＬＡＮネットワークを、アクセスポイン
ト１００ｂ（ＡＰ２）及び通信端末２０、３０（ＳＴＡ２、ＳＴＡ３）を含んで成る無線
ＬＡＮネットワークと組み合わせる。
　アクセスポイント１００ａ及び通信端末２０は、実施形態４に示した構成を有している
。
【０１１５】
　このときのアクセスポイント１００ａ、１００ｂ及び通信端末１０～３０の動作につい
て、図２０を参照しながら説明する。
　図２０を参照すると、いま、通信端末１０がパワーセーブモードに設定されているもの
とする。
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　ここで、通信端末２０がビーコン信号１００３に先行してエラーフレーム１０００を送
信することで、アクセスポイント１００ｂ及び通信端末３０がそれぞれＩＦＳ＋バックオ
フ期間１００１、１００２データの送信を禁止する。アクセスポイント１００ａもＩＦＳ
＋バックオフ期間データの送信を禁止するが、ビーコン信号１００３を送信するタイミン
グになると、送信禁止を無視して強制的にビーコン信号１００３を送信する。
【０１１６】
　アクセスポイント１００ｂは、送信禁止期間を過ぎてからビーコン信号１００４を送信
することができる。
　このようにアクセスポイント１００ａのみが送信禁止期間を無視してビーコン信号を送
信することで、アクセスポイント１００ａと１００ｂとの間でビーコン信号の衝突を防ぐ
ことができ、アクセスポイント１００ａがビーコン信号を適切なタイミングで送信する確
実性を高めることができる。
【０１１７】
　これよって、通信端末１０がビーコン信号１００３の受信の受信に失敗してパワーセー
ブモードから復帰してしまうことを防ぐことができる。
　このように、本発明のアクセスポイントと通信端末を使用することで、他の無線ＬＡＮ
通信システムより優先的に無線ＬＡＮシステムを運用することができる。
【産業上の利用可能性】
【０１１８】
　本発明に係るアクセスポイント、通信端末、及び通信システムは、無線ＬＡＮネットワ
ークに広く適用可能であり、アクセスポイントがビーコン信号を送信する確実性を高める
ことができる点で有用な技術である。
【図面の簡単な説明】
【０１１９】
【図１】本発明の実施形態１に係る無線ＬＡＮ通信システムを示す図である。
【図２】実施形態１に係るアクセスポイント１００の構成を示すブロック図である。
【図３】実施形態１に係るアクセスポイント１００と通信端末１０、２０の動作を示す図
である。
【図４】実施形態２に係るアクセスポイント１００と通信端末１０、２０の動作を示す図
である。
【図５】実施形態３に係るアクセスポイント１００と通信端末１０、２０の動作、及びＰ
ＬＣＰヘッダのデータ構造を示す図である。
【図６】実施形態４に係る通信端末３０の構成を示すブロック図である。
【図７】実施形態４に係るアクセスポイント１００と通信端末１０～３０の動作を示す図
である。
【図８】実施形態５に係るアクセスポイント１００と通信端末１０～３０の動作を示す図
である。
【図９】実施形態６に係るアクセスポイント１００と通信端末１０～３０の動作を示す図
である。
【図１０】実施形態７に係る無線ＬＡＮ通システムを示す図である。
【図１１】実施形態７に係るアクセスポイント１００の構成を示すブロック図である。
【図１２】実施形態７に係るバッテリ残量通知要求フレームとバッテリ残量通知フレーム
のデータ構造を示す図である。
【図１３】実施形態７に係るアクセスポイント１００の動作を示すフローチャートである
。
【図１４】実施形態７に係る通信端末３０の動作を示すブローチャートである。
【図１５】実施形態７に係るアクセスポイント１００と通信端末１０～５０の動作を示す
図である。
【図１６】実施形態８に係るアクセスポイント１００の動作を示すフローチャートである
。
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【図１７】変形例に係るアクセスポイント１００の動作を示すフローチャートである。
【図１８】変形例に係るアクセスポイント１００の動作を示すフローチャートである。
【図１９】組み合わせ例に係る無線ＬＡＮ通信システムを示す図である。
【図２０】組み合わせ例に係るアクセスポイント１００ａ、１００ｂと通信端末１０～３
０の動作を示す図である。
【図２１】従来のアクセスポイントと通信端末の動作を示す図である。
【符号の説明】
【０１２０】
１０、２０、３０、４０、５０              通信端末
３１                               記憶領域
３２                               送信フレーム制御部
３３                               送信フレーム生成部
３４                               無線送信部
３５                               タイマー部
３６                               アンテナ
３７                               受信フレーム制御部
３８                               受信フレーム復号部
３９                               無線受信部
１００                             アクセスポイント
１０１                             本体
１０２                             ホスト（ＨＯＳＴ）
１０３                             ＨＯＳＴＩ／Ｆ
１０４                             記憶領域
１０５                             送信フレーム制御部
１０６                             送信フレーム生成部
１０７                             無線送信部
１０８                             タイマー部
１０９                             アンテナ
１１０                             受信フレーム制御部
１１１                             受信フレーム復号部
１１２                             無線受信部



(24) JP 4762007 B2 2011.8.31

【図１】 【図２】

【図３】 【図４】



(25) JP 4762007 B2 2011.8.31

【図５】 【図６】

【図７】 【図８】



(26) JP 4762007 B2 2011.8.31

【図９】 【図１０】

【図１１】 【図１２】



(27) JP 4762007 B2 2011.8.31

【図１３】 【図１４】

【図１５】 【図１６】



(28) JP 4762007 B2 2011.8.31

【図１７】 【図１８】

【図１９】 【図２０】



(29) JP 4762007 B2 2011.8.31

【図２１】



(30) JP 4762007 B2 2011.8.31

フロントページの続き

(56)参考文献  特開２００６－０５０５２６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００６－０５４８８９（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｈ０４Ｗ　　８４／１２　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

